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公布された規則のあらまし

◇鳥取県優良防犯施設認定規則の新設について

１ 規則の新設理由

鳥取県犯罪のないまちづくり推進条例に基づく優良防犯施設の認定（以下「認定」という。）又はその取消

しに関し必要な事項を定める。

２ 規則の概要

(１) 認定の対象

ア 学校（大学を除く。）及び専修学校（高等課程を置くものに限る。）並びに児童福祉施設

イ 共同住宅

ウ 自動車駐車場及び自転車駐輪場（住宅の附帯設備等として設置されるものを除く。）

エ 深夜（午後10時から翌日の午前６時までの時間をいう。）において小売業を営む者並びに銀行その他の

金融機関及び貸金業者の店舗

(２) 認定の申請

ア 認定は、(１)に掲げる施設を設置し、又は管理する者からの申請により行う。

イ 申請に当たっては、申請書のほか施設の所在地を明らかにする図面、申請施設を構成する建築物等の配

置を明らかにする図面その他認定基準を満たしていることを証する図面を添付する。

(３) 認定

ア 認定は、知事が別に定める認定基準に基づき、書類及び現地審査により行う。

イ 知事は、認定したときは申請者に認定証を交付し、認定した旨をインターネット等により公表する。

(４) 変更等の届出

ア 施設管理者等は、申請書の記載事項に変更を生じたときは、速やかに届出書を知事に提出しなければな

らない。

イ 施設管理者等は、認定施設を廃止したときは、速やかに、届出書を知事に提出するとともに、認定証を

返納しなければならない。

(５) 認定の取消し

知事は、認定を取り消したときは、その旨をインターネット等により公表する。

(６) 施行期日は、平成21年４月１日とする。

◇麻薬及び向精神薬取締法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

知事が措置入院させた麻薬中毒者の入院に要する費用として徴収する額の認定の基準を改める等所要の改正

を行う。

２ 規則の概要

(１) 措置入院に要する費用の徴収額の認定基準の所得税額を147万円（現行 150万円）とする。

(２) 麻薬卸売業者等の免許申請の手続に関する規定について、所要の規定の整備を行う。

(３) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律に基づく支援給付を受け

る措置入院者に係る措置入院に要する費用の徴収については、生活保護法による保護を受ける措置入院者と

同様の取扱いとする。

(４) その他所要の規定の整備を行う。

(５) 施行期日は、公布日とする。

◇鳥取県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律及び農林漁業有機物資源のバイオ燃料
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の原材料としての利用の促進に関する法律が施行され、林業・木材産業改善資金の貸付対象者が拡大されたこ

と等に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 認定農商工等連携事業に林業・木材産業改善措置を支援するための措置が含まれている場合において、

当該措置を行う認定中小企業者を林業・木材産業改善資金の貸付対象者に加える。

(２) 次の表の左欄に掲げる資金を借り入れる場合の償還期間及び据置期間は、同表の中欄及び右欄のとおり

とする。

認定農商工等連携事業を実施するのに必要な資金 12年以内 ５年以内

認定生産製造連携事業計画に従ってバイオ燃料製造者の需要に的確に対応した農 12年以内 ３年以内

林漁業有機物資源の生産を図るための措置等を実施するのに必要な資金

(３) 鳥取県林業・木材産業改善資金県貸付金借用証書の特約条項を新たに定める。

(４) その他所要の規定の整備を行う。

(５) 施行期日等

ア 施行期日は、公布日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。
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規 則

鳥取県優良防犯施設認定規則をここに公布する。

平成21年３月10日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第３号

鳥取県優良防犯施設認定規則

（趣旨）

第１条 この規則は、鳥取県犯罪のないまちづくり推進条例（平成20年鳥取県条例第44号。以下「条例」とい

う。）第22条第１項の規定による優良防犯施設の認定（以下「認定」という。）及び同条第２項の規定による

取消しに関し必要な事項を定めるものとする。

（認定の対象）

第２条 認定は、次に掲げる施設について行うものとする。

(１) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校（大学を除く。）及び同法第124条に規定す

る専修学校（同法第125条第１項に規定する高等課程を置くものに限る。）並びに児童福祉法（昭和22年法

律第164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設

(２) 共同住宅

(３) 自動車駐車場及び自転車駐輪場（住宅の附帯設備等として設置されるものを除く。）

(４) 深夜（午後10時から翌日の午前６時までの時間をいう。）において小売業を営む者並びに銀行その他の

金融機関及び貸金業法（昭和58年法律第32号）第２条第２項に規定する貸金業者の店舗

（認定の申請）

第３条 前条各号に掲げる施設を設置し、又は管理する者は、当該施設について認定の申請をしようとするとき

は、様式第１号による申請書を知事に提出しなければならない。

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(１) 認定を申請する施設（以下「申請施設」という。）の所在地を明らかにする図面

(２) 申請施設を構成する建築物その他の工作物又は物件の配置を明らかにする図面

(３) 申請施設が次条に規定する基準に適合することを明らかにする図面

（認定）

第４条 知事は、前条第１項の申請書を受理したときは、その職員をして申請施設における防犯のための措置に

ついて現地調査を行わせ、それが知事が別に定める基準（以下「認定基準」という。）に適合していると認め

るときは、認定を行うものとする。この場合においては、その認定を申請した者に対して様式第２号による認

定証を交付するとともに、認定した旨をインターネットの利用その他の方法により公表する。

（変更等の届出）

第５条 認定を受けた施設（以下「認定施設」という。）を設置し、又は管理する者（以下「施設管理者等」と

いう。）は、第３条第１項の申請書の記載事項に変更を生じたときは、速やかに、様式第３号による届出書を

知事に提出しなければならない。

２ 施設管理者等は、認定施設を廃止したときは、速やかに、様式第４号による届出書を知事に提出するととも

に、認定証を返納しなければならない。

（認定の取消し）

第６条 知事は、認定を取り消したときは、その旨を、理由を付して施設管理者等に通知するとともに、インタ

ーネットの利用その他の方法により公表するものとする。この場合において、施設管理者等は、速やかに認定

証を知事に返納しなければならない。
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（委任）

第７条 この規則に定めるもののほか、認定及びその取消しに関し必要な事項は、知事が別に定める。

附 則

この規則は、平成21年４月１日から施行する。

様式第１号（第３条関係）

鳥取県優良防犯施設認定申請書

年 月 日

職 氏 名 様

住 所

申請者 （法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏 名 ,

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

鳥取県優良防犯施設の認定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

名 称

所 在 地

敷 地 面 積

申

建 築 面 積

請 構 造 造、 地上 階、 地下 階

竣 工 年 月

施

設 置 者

設 管 理 者

そ の 他 参 考 事 項

添 □ 申請施設の所在地を明らかにする図面

付 □ 申請施設を構成する建築物、その他の工作物又は物件の配置を明らかにする図面

書 □ 認定基準に適合することを明らかにする図面

類

様式第２号（第４条関係）

第 号
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鳥取県優良防犯施設認定証

優良防犯施設の名称

優良防犯施設の設置者

優良防犯施設の管理者

上記施設は、鳥取県優良防犯施設認定基準に適合すると認められますので、ここに優良防犯施設と認定しま

す。

年 月 日

職 氏 名 印

様式第３号（第５条関係）

鳥取県優良防犯施設変更届

年 月 日

認 定 番 号

第 号

職 氏 名 様

住 所

届出者 （法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏 名 ,

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

優良防犯施設について下記のとおり変更を生じたので、鳥取県優良防犯施設認定規則第５条第１項の規定に

より届け出ます。

記

１ 施設名称

２ 施設所在地

３ 変更事項

○変更前

○変更後

４ 変更年月日
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※添付書類 変更内容を明らかにする図面

様式第４号（第５条関係）

鳥取県優良防犯施設廃止届

年 月 日

認 定 番 号

第 号

職 氏 名 様

住 所

届出者 （法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏 名 ,

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

優良防犯施設を下記のとおり廃止したので、鳥取県優良防犯施設認定規則第５条第２項の規定により届け出

ます。

記

１ 認定施設の名称

２ 廃止理由

３ 廃止年月日
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麻薬及び向精神薬取締法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月10日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第４号

麻薬及び向精神薬取締法施行細則の一部を改正する規則

麻薬及び向精神薬取締法施行細則（昭和28年鳥取県規則第65号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下「削除項等」という。）を削り、同表

の改正後の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下「追加項等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（削除項等を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（追加項等を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という。）を当該改正表に対応する次の表の

改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

鳥取県麻薬及び向精神薬取締法施行細則 麻薬及び向精神薬取締法施行細則

（免許申請の手続） （免許申請の手続）

第２条 省令第１条の規定により知事に提出する免許 第２条 省令第１条の規定により知事に提出する免許

申請書には、同条に規定する医師の診断書のほか、 申請書には、省令第１条に規定する添付書類のほ

次の各号に掲げる免許の種類に応じ、それぞれ当該 か、次の各号に掲げる者の区分に応じ、それぞれ当

各号に定める書面を添えなければならない。 該各号に定める書面を添えなければならない。

(１) 麻薬卸売業者の免許を申請する者 麻薬貯蔵

設備の平面図及び立体図並びに麻薬貯蔵設備の概

要を記載した書面

(２) 麻薬研究者の免許を申請する者 研究経歴書

及び研究のために使用する設備の概要を記載した

書面

(１) 麻薬卸売業者の免許

ア 薬事法（昭和35年法律第145号）の規定によ

る薬局開設許可証の写し又は医薬品販売業許可

証の写し

イ 薬剤師免許証の写し

ウ 申請者が法人又は団体である場合にあって

は、登記簿謄本、定款その他申請に係る業務を

行う役員の範囲を示す書面

エ 麻薬貯蔵設備の平面図及び立面図並びにその

設備の概要を記載した書面

(２) 麻薬小売業者の免許

ア 薬事法の規定による薬局開設許可証の写し
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イ 申請者が法人又は団体である場合にあって

は、登記簿謄本、定款その他申請に係る業務を

行う役員の範囲を示す書面

ウ 麻薬貯蔵設備の平面図及び立面図並びにその

設備の概要を記載した書面

(３) 麻薬施用者の免許 医師、歯科医師又は獣医

師の免許証の写し

(４) 麻薬管理者の免許 医師、歯科医師、獣医師

又は薬剤師の免許証の写し

(５) 麻薬研究者の免許

ア 履歴書

イ 研究計画書

ウ 麻薬研究施設の設置者の研究同意書

エ 麻薬貯蔵設備の平面図及び立面図並びにその

設備の概要を記載した書面

オ 研究のために使用する設備の概要を記載した

書面

２ 麻薬施用者又は麻薬管理者の免許を申請する者

は、免許申請書を提出する際に、当該申請に係る麻

薬の使用又は管理の目的に応じ、それぞれ、医師、

歯科医師、獣医師又は薬剤師の免許証を提示しなけ

ればならない。

（免許証の再交付申請） （免許証の再交付申請）

第５条 法第10条第１項の規定により免許証の再交付 第５条 省令第６条の規定により免許証の再交付を申

を申請しようとする場合において、その事由が亡失 請しようとする場合において、その事由が亡失にか

にかかるときは、亡失の事実を証する書面を添えて かるときは、亡失の事実を証する書面を添えて申請

申請しなければならない。 しなければならない。

（業務に関する届出） （業務に関する届出）

第８条 次の各号に掲げる届出は、それぞれ当該各号 第８条 次の各号に掲げる届出は、それぞれ当該各号

に定める様式によってしなければならない。 に定める様式によってしなければならない。

(１) 法第46条第１項の規定による麻薬卸売業者の (１) 法第46条の規定による麻薬卸売業者の届出

届出 別記様式第５号 別記様式第５号

(２)～(４) 略 (２)～(４) 略

（麻薬中毒者に関する届出） （麻薬中毒者に関する届出）

第９条 法第58条の２第１項の規定による届出は、別 第９条 法第58条の２の規定による届出は、別記様式

記様式第９号による麻薬中毒者診断届によってしな 第９号による麻薬中毒者診断届によってしなければ

ければならない。 ならない。

（措置入院費用の徴収） （措置入院費用の徴収）

第10条 知事は、法第59条の４の規定により、法第59 第10条 知事は、法第59条の４の規定により、法第59

条第３号の費用の全部又は一部を措置入院者、その 条第３号の費用の全部又は一部を措置入院者、その

配偶者又は当該措置入院者と生計を一にする民法 配偶者又は当該措置入院者と生計を一にする民法
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（明治29年法律第89号）第877条第１項に定める扶 （明治29年法律第89号）第877条第１項に定める扶

養義務者（以下「措置入院者等」という。）から徴 養義務者から徴収するものとする。

収するものとする。ただし、当該措置入院者又はそ

の者の属する世帯員が生活保護法（昭和25年法律第

144号）による保護又は中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第30号）による支援給付を受けてい

る場合は、この限りでない。

２ 前項の規定により徴収する費用（以下「措置入院 ２ 前項の規定により徴収する額は、別表に定めると

費用」という。）は、月額により徴収するものと ころにより認定した額とする。

し、その額は、措置入院者等の前年分の所得税額

（前年分の所得税額が確定していない場合には、前

々年分の所得税額）を合算した額を基準として別表

の左欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄に定める額

（その額が当該措置入院に要した医療費の額を超え

るときは、当該費用の額）とする。

３ 月の中途で措置入院を開始し、又は終了する場合

には、前項の規定にかかわらず、その月の措置入院

費用の徴収額は、同項の規定により算定した額に、

当該月の入院日数をその月の実日数で除して得た数

を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じた

ときは、これを切り捨てた額）とする。

４ 知事は、災害その他の理由により措置入院者等に

所得の著しい減少又は支出の著しい増加がある場合

には、措置入院費用の徴収額は、前２項の規定によ

る額の全部又は一部を減じた額とすることができ

る。

別表（第10条関係） 別表（第10条関係）

措置入院者等の所得税額の合算額 費用徴収額 措置入院者等の所得税額の合算額 費用徴収額

1,470,000円以下 略 1,500,000円以下 略

1,470,001円以上 略 1,500,001円以上 略

備考

１ 認定の原則

費用徴収額は、月額によって決定するものと

し、その額は当該措置入院者並びにその配偶者

及び当該措置入院者と生計を一にする民法第

877条第１項に定める扶養義務者（以下「扶養

義務者」という。）の前年分の所得税額（前年

分の所得税額が確定していない場合には、前々

年分の所得税額。以下同じ。）を合算した額を

基礎として別表により認定した額とすること。

ただし、その認定額が当該措置入院に要した医

療費の額をこえるときは、当該費用の額をもっ

て費用徴収額とすること。
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２ 認定の特例

次に掲げる場合には、それぞれ当該各項に定

めるところによるものとする。

(１) 当該措置入院者又はその者の属する世帯

の世帯員が生活保護法（昭和25年法律第144

号）による保護を受けている場合には所管の

福祉事務所長の証明により費用徴収を行なわ

ないものとすること。

(２) 月の中途で措置入院を開始し又は終了す

る場合には、その月の費用徴収額は第１によ

り認定した額につき次により日割計算した額

とすること。この場合において、１円未満の

端数を生じた場合には切り捨てること。

措置入院期間の日数
費用徴収額＝認定額×

その月の実日数

(３) 災害等による所得の著しい減少又は支出

の著しい増加がある場合には、費用徴収額は

第１又は第２の(２)により認定した額の全部

又は一部を減じた額とすることができる。

別記様式第３号（第７条関係） 別記様式第３号（第７条関係）

麻薬所有高届出書 麻薬所有高届出書

年 月 日 年 月 日

職氏名 様 職氏名 様

所 在 地 届出義務者
麻薬業務所

名 称 住 所

住 所 氏名又は名称 ,
届出義務者

氏名又は名称 ,

麻薬及び向精神薬取締法第36条第１項の規定 麻薬及び向精神薬取締法第36条第１項の規定

により下記のとおり麻薬所有高を届け出る。 により下記のとおり麻薬所有高を届け出る。

免 許 の 種 類

免 許 の 番 号

品名 容 器 数量 品名 容 器 数量 品名 容 器 数量 品名 容 器 数量

容量 数 容量 数 容量 数 容量 数

届 出 の 事 由

届出事由発生年月日 備考
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備 考

注 略 注 略

別記様式第４号（第７条関係） 別記様式第４号（第７条関係）

麻薬譲渡届出書 麻薬譲渡届出書

年 月 日 年 月 日

職氏名 様 職氏名 様

所 在 地 届出義務者
麻薬業務所

名 称 住 所

住 所 氏名又は名称 ,
届出義務者

氏名又は名称 ,

麻薬及び向精神薬取締法第36条第３項の規定 麻薬及び向精神薬取締法第36条第３項の規定

により下記のとおり麻薬を譲り渡したので届け により下記のとおり麻薬を譲り渡したので届け

出る。 出る。

免 許 の 種 類

免 許 の 番 号

譲 渡 年 月 日 譲 渡 年 月 日

住 所 住 所

譲 氏 名 又 は 名 称 譲 氏 名 又 は 名 称

渡 麻 薬 所在地 渡 麻 薬 所在地

先 業務所 名 称 先 業務所 名 称

免 許 の 種 類

免 許 の 番 号

略 略

注 略 注 略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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鳥取県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月10日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第５号

鳥取県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部を改正する規則

次の表の改正前の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下「移動項等」という。）に対応する同

表の改正後の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下「移動後項等」という。）が存在する場合に

は、当該移動項等を当該移動後項等とし、移動後項等に対応する移動項等が存在しない場合には、当該移動後項

等（以下「追加項等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項等を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場

合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正

部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（目的） （目的）

第１条 この規則は、林業・木材産業改善資金助成法 第１条 この規則は、林業・木材産業改善資金助成法

（昭和51年法律第42号。以下「法」という。）に基 （昭和51年法律第42号。以下「法」という。）に基

づき、県内の林業従事者等に対して貸し付けられる づき、林業従事者等に対して貸し付けられる林業・

林業・木材産業改善資金について必要な事項を定 木材産業改善資金について必要な事項を定め、もっ

め、もって県内の林業及び木材産業の経営の健全な て林業経営及び木材産業経営の健全な発展、林業生

発展、林業生産力の増大並びに林業従事者の福祉の 産力の増大並びに林業従事者の福祉の向上に資する

向上に資することを目的とする。 ことを目的とする。

（定義） （定義）

第２条 この規則において「林業従事者等」とは、次 第２条 この規則において「林業従事者等」とは、法

に掲げる者（県内に住所又は事務所若しくは事業所 第３条第１項に規定する林業従事者等をいう。

を有しない者にあっては、知事が特に必要と認めた

者に限る。）をいう。

(１) 林業従事者

(２) 木材産業に属する事業を営む者であって、資

本金の額若しくは出資の総額が1,000万円以下の

会社又は常時使用する従業員の数が100人（木材

製造業を営む者にあっては、300人）以下の会社

若しくは個人であるもの

(３) 前２号に掲げる者の組織する団体

(４) 林業を行う法人で林業従事者の組織する団体

以外のもの（会社にあっては、資本金の額若しく

は出資の総額が1,000万円以下のもの又は常時使

用する従事者の数が300人以下のものに限る。）

(５) 中小企業者と農林漁業者との連携による事業
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活動の促進に関する法律（平成20年法律第38号。

以下「農商工等連携促進法」という。）第11条第

１項の認定中小企業者（前各号に掲げる者（県内

に住所又は事務所若しくは事業所を有する者に限

る。第８条において「県内林業従事者」とい

う。）が実施する林業・木材産業改善措置を支援

するため当該認定中小企業者又は当該認定中小企

業者が団体である場合におけるその直接若しくは

間接の構成員が農商工等連携促進法第４条第２項

第２号ロに掲げる措置を行う場合に限る。以下

「認定中小企業者」という。）

２ この規則において「林業・木材産業改善措置」と

は、林業経営若しくは木材産業経営の改善又は林業

労働に係る労働災害の防止若しくは林業労働に従事

する者の確保を目的として新たな林業部門若しくは

木材産業部門の経営を開始し、林産物の新たな生産

若しくは販売の方式を導入し、又は林業労働に係る

安全衛生施設若しくは林業労働に従事する者の福利

厚生施設を導入することをいう。

３ この規則において「林業・木材産業改善資金」と ２ この規則において「林業・木材産業改善資金」と

は、林業・木材産業改善措置を実施するのに必要な は、林業・木材産業改善措置（林業経営若しくは木

次に掲げる資金をいう。 材産業経営の改善又は林業労働に係る労働災害の防

止若しくは林業労働に従事する者の確保を目的とし

て新たな林業部門若しくは木材産業部門の経営を開

始し、林産物の新たな生産若しくは販売の方式を導

入し、又は林業労働に係る安全衛生施設若しくは林

業労働に従事する者の福利厚生施設を導入すること

をいう。以下同じ。）を実施するのに必要な次に掲

げる資金をいう。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

４ 略 ３ 略

（貸付金の償還方法等） （貸付金の償還方法等）

第５条 略 第５条 略

２ 貸付金の償還期間（３年以内の据置期間を含 ２ 貸付金の償還期間（据置期間を含む。以下同

む。）は、10年以内とする。 じ。）は、10年以内とし、貸付金の据置期間は、３

年以内とする。

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合 ３ 前項の規定にかかわらず、林業経営基盤の強化等

における貸付金の償還期間は、当該各号に定める期 の促進のための資金の融通等に関する暫定措置法

間とする。 （昭和54年法律第51号）第３条第１項の認定を受け

た者が当該認定に係る同条第２項第３号の措置を実

施するのに必要な林業経営基盤の強化等の促進のた

めの資金の融通等に関する暫定措置法施行令（昭和

54年政令第205号）第７条第１項に規定する資金を

借り入れる場合の償還期間は12年以内とし、林業労
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働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第45

号）第５条第１項の認定を受けた同法第２条第２項

に規定する事業主が当該認定に係る計画に従って同

法第５条第１項に規定する改善措置を実施するのに

必要な林業労働力の確保の促進に関する法律施行令

（平成８年政令第153号）第３条第１項に規定する

資金を借り入れる場合の償還期間は15年以内とす

る。

(１) 林業経営基盤の強化等の促進のための資金の

融通等に関する暫定措置法（昭和54年法律第51

号）第３条第１項の認定を受けた者が当該認定

に係る同条第２項第３号の措置を実施するのに

必要な林業経営基盤の強化等の促進のための資金

の融通等に関する暫定措置法施行令（昭和54年政

令第205号）第７条第１項に規定する資金を借り

入れる場合 12年以内（３年以内の据置期間を含

む。）

(２) 林業労働力の確保の促進に関する法律（平成

８年法律第45号）第５条第１項の認定を受けた

同法第２条第２項に規定する事業主が当該認定に

係る計画に従って同法第５条第１項に規定する改

善措置を実施するのに必要な林業労働力の確保の

促進に関する法律施行令（平成８年政令第153

号）第３条第１項に規定する資金を借り入れる場

合 15年以内（３年以内の据置期間を含む。）

(３) 農商工等連携促進法第４条第１項の認定を受

けた者が当該認定に係る同条第２項第２号ロの措

置を実施するのに必要な資金を借り入れる場合

12年以内（５年以内の据置期間を含む。）

(４) 農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料と

しての利用の促進に関する法律（平成20年法律第

45号）第４条第１項の認定を受けた者が同法第９

条に規定する資金を借り入れる場合 12年以内

（３年以内の据置期間を含む。）

（貸付資格の認定） （貸付資格の認定）

第８条 知事は、前条の規定による申請があったとき 第８条 知事は、前条の規定による申請があったとき

は、林業・木材産業改善措置計画の内容が知事が別 は、林業・木材産業改善措置計画の内容が知事が別

に定める要件に該当し、かつ、申請者（その者が団 に定める要件に該当し、かつ、申請者（その者が団

体である場合には、その団体又はその団体を構成す 体である場合には、その団体又はその団体を構成す

る者）が当該申請に係る林業・木材産業改善資金を る者）が当該申請に係る林業・木材産業改善資金を

もって林業・木材産業改善措置を実施することによ もって林業・木材産業改善措置を実施することによ

り、その経営（申請者が認定中小企業者である場合 り、その経営を改善し、又は林業労働に係る労働災

は、その申請者と共同で農商工等連携促進法第８条 害の防止若しくは林業労働に従事する者の確保を図

第１項の認定農商工等連携事業を実施する県内林業 る見込みがあると認めたときに、認定を行うものと
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従事者（その者が団体である場合には、その団体又 する。

はその団体を構成する者）の経営）を改善し、又は

林業労働に係る労働災害の防止若しくは林業労働に

従事する者の確保を図る見込みがあると認めたとき

に、認定を行うものとする。

２ 略 ２ 略

様式第４号（第12号関係） 様式第４号（第12号関係）

（表面） 略 （表面） 略

（裏面） （裏面）

林業・木材産業改善資金県貸付金借用証書特約条項 林業・木材産業改善資金県貸付金借用証書特約条項

(注) 必要に応じて、特約条項を記載すること。

（借入金の使用）

第１条 債務者（以下「乙」という。注：融資機

関）は、鳥取県（以下「甲」という。）から借り

受けたこの資金と同額を、 （以下「丙」

という。）に対し、利率、償還期間、据置期間、

償還方法及び償還期日を甲乙間のものと同一にし

て転貸する。

（期限前償還）

第２条 乙は、甲が次の各号のいずれかに該当する

と認め、期限前償還の請求をしたときは、償還期

限（分割支払の場合の各支払期日を含む。以下同

じ。）にかかわらず、直ちに、債務の全部又は一

部を弁済する。

(１) 乙が県貸付金を貸付けの目的以外の目的に

使用したとき。

(２) 乙が県貸付金の償還金の支払を怠ったとき

（丙に転貸した貸付金の償還を林業・木材産業

改善資金助成法（昭和51年法律第42号）第12条

第２項において準用する同法第10条の規定によ

り猶予したことにより、乙が県貸付金の償還金

の支払を償還期日までに行うことができない場

合を除く。）。

(３) 甲が融資期間に対する貸付けに係る債権の

保全その他貸付けの条件の適正な実施を図るた

め、その業務及び資産の状況に関し報告を求め

た場合に、乙がその報告を怠ったとき。

(４) 乙が借受金を借入後速やかに貸付けをしな

いとき。

(５) 乙がこの資金の借入れに際し、又は借入後

この借入金債務の全部を弁済するまでの間にお

いて、甲に対し虚偽の申請若しくは報告をし、

又は故意に必要な事実の報告を怠ったとき。
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(６) 乙につき仮差押え、差押えの申請若しくは

競売の申立てがあったとき、又は破産若しくは

再生手続開始の申立てがあったとき。

(７) 乙が支払を停止し、若しくは手形交換所に

より取引停止処分を受けたとき、又は清算に入

ったとき。

(８) 乙が租税公課を滞納して督促又は保全差押

えを受けたとき。

(９) 乙が甲に数個の債務を負う場合において、

その１つでも期限に弁済しなかったとき。

(10) 乙が鳥取県林業・木材産業改善資金貸付規

則（昭和51年鳥取県規則53号。以下「規則」と

いう。）及びこの契約又はこれらに基づく義務

の履行を怠ったとき。

(11) その他甲が債権保全上著しい支障があると

認めたとき。

（繰上償還）

第３条 乙は、償還期限にかかわらず借入金の全部

又は一部をいつでも繰上償還することができる。

（転貸債権の期限前償還及び繰上償還）

第４条 乙は、乙丙間の特約に基づき丙に債務の期

限前償還を請求しようとするときは、あらかじめ

甲に通知するものとする。

２ 乙は乙丙間の特約に基づき丙に対し債務の期限

前償還を請求してその弁済を受けたとき、又は丙

の任意の弁済を受けたときは、速やかに受領額を

この契約に定める償還期限にかかわらず甲に償還

する。

３ 甲は、乙が乙丙間の特約に基づき丙に対し債務

の期限前償還を請求できる場合には、丙に期限前

償還の請求をするよう乙に対し指示することがで

きる。

（経理上の措置）

第５条 乙は、この借入金の使途を明らかにするた

め、甲の指示するところに従い、経理上必要な措

置を行う。

（報告）

第６条 乙は、次に掲げる場合には、甲の定めると

ころにより、遅滞なく甲に報告する。

(１) この借入金の転借により改良、造成又は取

得された施設が貸付けの目的に反して使用さ

れ、譲渡され、交換され、貸し付けられ、若し

くは担保に供され、又は公用収用されることと

なったことを知った場合

(２) 乙の住所、名称、資本金若しくは代表者に
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異動を生じ、又は乙に解散その他これに準ずる

事実が発生した場合

(３) 乙の資産若しくは事業の状況に著しい変動

を生じ、又はその恐れのある場合

(４) 前各号に掲げるもののほか、乙丙間の特約

に基づき丙より報告を受けた場合

(５) その他甲が指示する場合

（調査）

第７条 乙は、甲の役職員その他甲の委任を受けた

者が、乙の事務所その他必要な場所の立ち入り、

事業の状況、書類、帳簿その他必要な事項又は担

保物件の調査をすることを承認する。

（弁済充当の指定権）

第８条 乙は、丙より受領した弁済金の充当につい

て甲の指示があるときは、それに従うことを承認

する。

（違約金）

第９条 乙は支払期日に償還金を支払わなかった場

合又は甲の指定する支払期日に第２条の規定によ

り期限前償還すべき金額を支払わなかった場合に

は、延滞金額につき年12.25パーセントの割合を

もって支払期日の翌日から支払当日までの日数に

より計算した延滞に係る違約金を甲に支払う。

２ 乙は、転貸先丙が規則第16条の規定による支払

の猶予の申請をした場合において、支払期日を過

ぎて猶予しない旨の決定があった場合において

も、前項の規定による延滞に係る違約金を支払

う。

３ 乙は、第２条第１号、第３号、第４号又は第９

号に該当したこと（故意の場合に限る。）を理由

として甲から期限前償還の請求を受けたときは、

当該請求に係る貸付金の貸付の日から期限前償還

金の支払の日までの日数に応じ当該請求に係る貸

付金の額につき年12.25パーセントの割合で計算

した期限前償還の請求に係る違約金を併せて支払

うものとする。

４ 乙は、乙丙間の特約により丙に対し違約金を請

求できる事態が生じたときは、その旨を甲に報告

し、甲の指示に従う。

５ 乙は、乙丙間の特約により丙に対し違約金を請

求して弁済を受けたときは、速やかにこれを甲に

引き渡す。

（合意管轄）

第10条 甲及び乙は、この契約に関する訴訟につき

鳥取県鳥取市を管轄する裁判所を管轄裁判所とす
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ることに合意する。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に改正前の鳥取県林業・木材産業改善資金貸付規則の規定により貸し付けられている

林業・木材産業改善資金については、なお従前の例による。
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公 安 委 員 会 規 則

鳥取県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月10日

鳥取県公安委員会委員長 井 手 添 正

鳥取県公安委員会規則第２号

鳥取県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則

鳥取県警察の組織に関する規則（昭和37年鳥取県公安委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下「移動条項等」という。）に

対応する同表の改正後の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下「移動後条項等」とい

う。）が存在する場合には、当該移動条項等を当該移動後条項等とし、移動条項等に対応する移動後条項等が存

在しない場合は、当該移動条項等（以下「削除条項等」という。）を削り、移動後条項等に対応する移動条項等

が存在しない場合には、当該移動後条項等（以下「追加条項等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示並びに削除条項等を除く。以下「改正部分」

という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示並びに追加条項等を除く。

以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応す

る改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合に

は、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（総務課） （総務課の所掌事務）

第３条 総務課においては、次に掲げる事務をつかさ 第３条 総務課においては、次に掲げる事務をつかさ

どる。 どる。

(１)～(６) 略 (１)～(６) 略

(７) 被疑者取調べの監督に関すること。

２ 総務課に、公安委員会補佐室及び取調べ監督室を

附置する。

３ 公安委員会補佐室においては、第１項第３号及び

第４号に掲げる事務を処理する。

４ 取調べ監督室においては、第１項第７号に掲げる

事務を処理する。

（警察県民課） （警察県民課の所掌事務）

第４条 略 第３条の２ 略

２ 警察県民課に、鳥取県警察音楽隊及び被害者支援

室を附置する。

３ 鳥取県警察音楽隊においては、第１項第３号に掲

げる事務を処理する。

４ 被害者支援室においては、第１項第４号から第６

号までに掲げる事務を処理する。
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（会計課） （会計課の所掌事務）

第５条 略 第４条 略

２ 会計課に、監査室を附置する。

３ 監査室においては、第１項第４号に掲げる事務を

処理する。

（警務課） （警務課の所掌事務）

第６条 略 第５条 略

２ 警務課に、企画室及び留置管理室を附置する。

３ 企画室においては、第１項第１号、第３号から第

５号まで及び第10号に掲げる事務を処理する。

４ 留置管理室においては、第１項第８号及び第９号

に掲げる事務を処理する。

（教養課） （教養課の所掌事務）

第７条 教養課においては、次に掲げる事務をつかさ 第６条 教養課においては、次に掲げる事務をつかさ

どる。 どる。

(１) 職場教養の企画に関すること。 (１) 職場教養に関すること。

(２) 学校教養の企画に関すること。 (２) 学校教養に関すること。

(３) 術科の企画及び指導に関すること。 (３) 術科の訓練に関すること。

（厚生課） （厚生課の所掌事務）

第８条 厚生課においては、次に掲げる事務をつかさ 第６条の２ 厚生課においては、次の各号に掲げる事

どる。 務をつかさどる。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

（情報管理課） （情報管理課の所掌事務）

第９条 情報管理課においては、次に掲げる事務をつ 第６条の３ 情報管理課においては、次に掲げる事務

かさどる。 をつかさどる。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 犯罪捜査情報等の照会に関すること。 (５) 照会センターの運用に関すること。

２ 情報管理課に、照会センターを附置する。

３ 照会センターにおいては、第１項第５号に掲げる

事務を処理する。

（監察官室） （監察官室の所掌事務）

第10条 略 第６条の４ 略

（生活安全部の分課） （生活安全部の分課）

第11条 略 第６条の５ 略

（生活安全企画課） （生活安全企画課の所掌事務）

第12条 略 第６条の６ 略

２ 生活安全企画課に、地域安全対策室を附置する。
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３ 地域安全対策室においては、第１項第２号及び第

３号に掲げる事務を処理する。

（少年課） （少年課の所掌事務）

第13条 略 第６条の７ 略

２ 少年課に、少年サポートセンターを附置する。

３ 少年サポートセンターにおいては、第１項第３号

及び第４号に掲げる事務を処理する。

（生活環境課） （生活環境課の所掌事務）

第14条 略 第６条の８ 略

（地域課） （地域課）

第15条 地域課においては、次に掲げる事務をつかさ 第６条の９ 地域課においては、次の各号に掲げる事

どる。 務をつかさどる。

(１)～(７) 略 (１)～(７) 略

２ 地域課に、航空隊及び鉄道警察隊を附置する。

３ 航空隊においては、第１項第４号に掲げる事務を

処理する。

４ 鉄道警察隊においては、第１項第５号に掲げる事

務を処理する。

（通信指令課） （通信指令課）

第16条 略 第６条の10 略

（自動車警ら隊） （自動車警ら隊）

第17条 略 第６条の11 略

（刑事部の分課） （刑事部の分課）

第18条 略 第７条 略

（捜査第一課） （捜査第一課の所掌事務）

第19条 捜査第一課においては、次に掲げる事務をつ 第８条 捜査第一課においては、次に掲げる事務をつ

かさどる。 かさどる。

(１)～(12) 略 (１)～(12) 略

(13) 機動捜査活動に関すること。

(14) 略 (13) 略

２ 捜査第一課に、刑事捜査指導室及び機動捜査隊を

附置する。

３ 刑事捜査指導室においては、第１項第１号、第11

号及び第12号に掲げる事務を処理する。

４ 機動捜査隊においては、第１項第13号に掲げる事

務を処理する。

（捜査第二課） （捜査第二課の所掌事務）
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第20条 略 第８条の２ 略

（組織犯罪対策課） （組織犯罪対策課の所掌事務）

第21条 略 第８条の３ 略

２ 組織犯罪対策課に、組織犯罪特別捜査隊を附置す

る。

３ 組織犯罪特別捜査隊においては、第１項第１号、

第２号及び第５号に掲げる事務を処理する。

（鑑識課） （鑑識課の所掌事務）

第22条 鑑識課においては、次に掲げる事務をつかさ 第８条の４ 鑑識課においては、次の各号に掲げる事

どる。 務をつかさどる。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

（科学捜査研究所） （科学捜査研究所の所掌事務）

第23条 科学捜査研究所（以下「研究所」という。） 第８条の５ 科学捜査研究所（以下「研究所」とい

においては、次に掲げる事務をつかさどる。 う。）においては、次の各号に掲げる事務をつかさ

どる。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

（交通部の分課） （交通部の分課）

第24条 略 第９条 略

（交通企画課） （交通企画課の所掌事務）

第25条 交通企画課においては、次に掲げる事務をつ 第10条 交通企画課においては、次の各号に掲げる事

かさどる。 務をつかさどる。

(１)～(８) 略 (１)～(８) 略

２ 交通企画課に、交通規制室を附置する。

３ 交通規制室においては、第１項第３号、第５号及

び第６号に掲げる事務を処理する。

（交通指導課） （交通指導課の所掌事務）

第26条 交通指導課においては、次に掲げる事務をつ 第11条 交通指導課においては、次の各号に掲げる事

かさどる。 務をつかさどる。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

２ 交通指導課に、交通反則通告センターを附置す

る。

３ 交通反則通告センターにおいては、第１項第２号

に掲げる事務のうち、交通反則の通告等に関する事

務を処理する。

（運転免許課） （運転免許課の所掌事務）

第27条 運転免許課においては、次に掲げる事務をつ 第12条 運転免許課課においては、次の各号に掲げる

かさどる。 事務をつかさどる。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略
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２ 運転免許課に、鳥取県自動車運転免許試験場（以

下「免許試験場」という。）を附置する。

３ 免許試験場においては、第１項第１号に掲げる事

務を処理する。

（交通機動隊） （交通機動隊の所掌事務）

第28条 略 第13条 略

（高速道路交通警察隊） （高速道路交通警察隊の所掌事務）

第29条 高速道路交通警察隊においては、次に掲げる 第14条 高速道路交通警察隊においては、次の各号に

事務をつかさどる。 掲げる事務をつかさどる。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

（警備部の分課） （警備部の分課）

第30条 略 第14条の２ 略

（警備第一課） （警備第一課の所掌事務）

第31条 略 第14条の３ 略

２ 警備第一課に、国際テロ対策室を附置する。

３ 国際テロ対策室においては、第１項第２号（同項

第４号クに係るものに限る。）及び第４号クに掲げ

る事務を処理する。

（警備第二課） （警備第二課の所掌事務）

第32条 略 第14条の４ 略

（機動隊） （機動隊の所掌事務）

第33条 機動隊においては、次に掲げる事務をつか 第14条の５ 機動隊においては、次の各号に掲げる事

さどる。 務をつかさどる。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

（警察学校） （警察学校の所掌事務）

第34条 鳥取県警察学校（以下「学校」という。）に 第15条 鳥取県警察学校（以下「学校」という。）に

おいては、次に掲げる事務をつかさどる。 おいては、次の各号に掲げる事務をつかさどる。

(１) 警察職員の初任教養及び初任補修教養に関す (１) 初任巡査の教養訓練に関すること。

ること。

(２) 現任警察職員の教養訓練に関すること。 (２) 現任警察官の教養訓練に関すること。

（警察本部の課等の内部組織の設置） （課等の内部組織の設置）

第35条 略 第16条 略

（警察署の内部組織の設置）

第36条 警察署の事務を分掌させるため、警察署の内

部組織として幹部派出所、課及び係を置く。

２ 前項の内部組織に関し必要な事項は、本部長が定
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める。

（部長） （部長）

第37条 部に部長を置き、警視正又は警視の階級にあ 第17条 部に部長を置き、警視正又は警視の階級にあ

る警察官をもって充てる。 る警察官をもってあてる。

２ 略 ２ 略

（総括参事官及び参事官） （参事官）

第38条 部に総括参事官及び参事官を置き、警視正又 第17条の２ 部に参事官を置き、警視正又は警視の階

は警視の階級にある警察官をもって充てる。 級にある警察官をもって充てる。

２ 総括参事官は、本部長の命を受け、部長を補佐

し、部の重要事項に関する事務を総括し、部内の職

員を指揮監督するとともに、他部との総合調整に関

する事務を掌理する。

３ 参事官は、本部長の命を受け、部長を補佐し、部 ２ 参事官は、上司の命を受け、部の重要事項に関す

の重要事項に関する事務を掌理し、部下の職員を指 る事務を統括し、部下の職員を指揮監督する。

揮監督する。

（首席監察官） （首席監察官）

第39条 略 第17条の３ 略

（地域統括参事官）

第40条 生活安全部に地域統括参事官を置き、警視正

又は警視の階級にある警察官をもって充てる。

２ 地域統括参事官は、本部長の命を受け、部長を補

佐し、地域警察に関する事務を掌理し、部下の職員

を指揮監督する。

（課長、室長、所長及び隊長） （課長、監察官室長、所長及び隊長）

第41条 本部の課に課長を、監察官室に室長を、研究 第18条 本部の課に課長を、監察官室に監察官室長

所に所長を、自動車警ら隊、交通機動隊、高速道路 を、研究所に所長を、自動車警ら隊、交通機動隊、

交通警察隊及び機動隊に隊長を置き、警視正若しく 高速道路交通警察隊及び機動隊に隊長を置き、警視

は警視の階級にある警察官又は一般職員（警察職員 正若しくは警視の階級にある警察官又は一般職員

のうち警察官以外の職員をいう。以下同じ。）をも （警察職員のうち警察官以外の職員をいう。以下同

って充てる。 じ。）をもって充てる。

２ 課長、室長、所長及び隊長は、上司の命を受け、 ２ 課長、監察官室長、所長及び隊長は、上司の命を

課等の事務を掌理し、部下の職員を直接指揮する。 受け、課等の事務を掌理し、部下の職員を直接指揮

する。

（企画官） （企画官）

第42条 略 第18条の２ 略

（監察官） （監察官）

第43条 略 第19条 略

平成21年３月10日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第21号



- 26 -

（広報官） （広報官）

第44条 略 第19条の２ 略

（首席師範） （首席師範）

第45条 警務部に首席師範を置き、警視の階級にある 第19条の３ 教養課に首席師範を置き、警視の階級に

警察官をもって充てる。 ある警察官をもって充てる。

２ 首席師範は、上司の命を受け、柔道、剣道及び逮 ２ 首席師範は、上司の命を受け、柔道、剣道又は逮

捕術の指導に関する事務を総括する。 捕術の指導に関する事務を総括する。

（検視官）

第46条 刑事部に検視官を置き、警視の階級にある警

察官をもって充てる。

２ 検視官は、上司の命を受け、死体の検視、見分及

び検証に関する事務を掌理し、部下の職員を指揮監

督する。

（管理官等） （管理官等）

第47条 特命事項を分担させるため必要があると認め 第20条 特命事項を分担させるため必要があると認め

るときは、部に管理官、調査官又は参事を置く。 るときは、部及び警察署に管理官、調査官又は参事

を置くことができる。

２及び３ 略 ２及び３ 略

（監査室）

第20条の２ 会計課に、監査室を附置する。

２ 監査室の位置は、鳥取市とする。

３ 監査室は、第４条第４号に掲げる事務をつかさど

る。

４ 監査室に、室長を置き、警視の階級にある警察官

又は一般職員をもって充てる。

５ 室長は、上司の命を受け、監査室の事務を掌理

し、部下の職員を指揮監督する。

（地域安全対策室）

第20条の３ 生活安全企画課に、地域安全対策室を附

置する。

２ 地域安全対策室の位置は、鳥取市とする。

３ 地域安全対策室は、第６条の６第２号及び第３号

に掲げる事務をつかさどる。

４ 地域安全対策室に、室長を置き、警視の階級にあ

る警察官をもって充てる。

５ 室長は、上司の命を受け、地域安全対策室の事務

を掌理し、部下の職員を指揮監督する。

（鉄道警察隊）
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第21条 地域課に、鉄道警察隊を附置する。

２ 鉄道警察隊の位置は、鳥取市とする。

３ 鉄道警察隊は、第６条の９第５号に掲げる事務を

つかさどる。

４ 鉄道警察隊に、隊長を置き、警視の階級にある警

察官をもって充てる。

５ 隊長は、上司の命を受け、鉄道警察隊の事務を掌

理し、部下の職員を指揮監督する。

（組織犯罪特別捜査隊）

第21条の２ 組織犯罪対策課に、組織犯罪特別捜査隊

を附置する。

２ 組織犯罪特別捜査隊の位置は、鳥取市とする。

３ 組織犯罪特別捜査隊は、第８条の３第１号、第２

号及び第５号に掲げる事務をつかさどる。

４ 組織犯罪特別捜査隊に、隊長を置き、警視の階級

にある警察官をもって充てる。

５ 隊長は、上司の命を受け、組織犯罪特別捜査隊の

事務を掌理し、部下の職員を指揮監督する。

（自動車運転免許試験場）

第22条 運転免許課に、自動車運転免許試験場(以下

「免許試験場」という。)を附置する。

２ 免許試験場の位置は、東伯郡湯梨浜町とする。

３ 免許試験場は、第12条第１号に掲げる事務をつか

さどる。

４ 免許試験場に、場長を置き、警視の階級にある警

察官をもってあてる。

５ 場長は、上司の命を受け、免許試験場の事務を掌

理し、部下の職員を指揮監督する。

（国際テロ対策室）

第22条の２ 警備第一課に、国際テロ対策室を附置す

る。

２ 国際テロ対策室の位置は、鳥取市とする。

３ 国際テロ対策室は、第14条の３第２号（同条第４

号クに係るものに限る。）及び第４号クに掲げる事

務をつかさどる。

４ 国際テロ対策室に、室長を置き、警視の階級にあ

る警察官をもって充てる。

５ 室長は、上司の命を受け、国際テロ対策室の事務

を掌理し、部下の職員を指揮監督する。

（附置機関の長）

第48条 本部の課に附置する室、隊、センター及び試
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験場（以下「附置機関」という。）に、それぞれ室

長、隊長、センター長又は場長（以下「附置機関の

長」という。）を置き、警視の階級にある警察官又

は一般職員をもって充てる。

２ 附置機関の長は、課長の命を受け、附置機関に関

する事務を掌理し、部下の職員を指揮監督する。

（校長） （校長）

第49条 略 第22条の３ 略

（副校長） （副校長）

第50条 略 第22条の４ 略

（警察署の幹部派出所、課及び係の設置）

第23条 警察署の事務を分掌させるため、警察署に幹

部派出所、課及び係を置くことができる。

２ 前項の幹部派出所、課及び係に関し必要な事項

は、本部長が定める。

（警察署長） （警察署長）

第51条 警察署長は、警視正又は警視の階級にある警 第24条 警察署長は、警視正又は警視の階級にある警

察官をもって充てる。 察官をもってあてる。

（副署長） （副署長）

第52条 略 第25条 略

２ 副署長は、警視の階級にある警察官をもって充て ２ 副署長は、警視の階級にある警察官をもってあて

る。 る。

３ 略 ３ 略

（刑事官） （刑事官）

第53条 略 第25条の２ 略

（管理官）

第54条 特命事項を分担させるため必要があると認め

るときは、警察署に管理官を置く。

２ 管理官は、警視若しくは警部の階級にある警察官

又は一般職員をもって充てる。

３ 管理官は、上司の命を受け、特命事項に関する事

務を掌理し、部下の職員を指揮監督する。

（委任） （委任）

第55条 略 第26条 略

附 則

この規則は、平成21年３月26日から施行する。
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